
電子提供措置の開始日2025年５月21日

株主各位

第79回定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

2025年05月15日 08時42分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



連結注記表

一．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ……………………… 24社

主要な連結子会社の名称 ……………㈱小森マシナリー、㈱セリアコーポレーシ
ョン、コモリ アメリカ コーポレーション、
コモリ インターナショナル ヨーロッパ ビ
ー.ヴィ.、コモリ シャンボン エス.エイ.エ
ス.、小森香港有限公司、コモリ サウスイ
ースト アジア プライベート リミテッド、
コモリ インディア プライベート リミテッ
ド、エムビーオー ポストプレス ソリュ
ーションズ ジーエムビーエイチ

なお、2025年１月に、コモリ シャンボン エス.エイ.エス.を通じて、Canadian
Primoflex Systems Inc.の全株式を取得しており、コモリ プリモフレックス シ
ステムズ インコーポレーテッドに商号を変更した上で、連結子会社にしておりま
す。

（2）非連結子会社 ………………………… ㈱小森興産
非連結子会社を連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結
の範囲より除外いたしました。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会社 ……㈱小森興産
非連結子会社に持分法を適用しない理由
非連結子会社１社は、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、当該１社に対する投資につい
ては持分法を適用せず、原価法により評価しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、コモリ プリモフレックス システムズ インコーポレーテッド

の事業年度末日は11月30日であり、小森（深圳）印刷技術有限公司、小森机械（南
通）有限公司の事業年度末日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務情

報を使用しております。
上記以外の連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 ………………………… 移動平均法による原価法
満期保有目的債券 ………………… 償却原価法（定額法）
その他有価証券
市場価格のない株式等 …………
以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は、移動平均法によ
り算定）

市場価格のない株式等 ………… 移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

製 品 …………………… 個別法による原価法（収益性の低下に伴う
簿価切下げの方法）

仕 掛 品 …………………… 個別法による原価法（収益性の低下に伴う
簿価切下げの方法）

原 材 料 …………………… 主として先入先出法による原価法（収益性
の低下に伴う簿価切下げの方法）
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③ デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ ……………………… 時価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ２年〜50年
機械装置及び運搬具 ２年〜17年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエア ………… 当社及び国内連結子会社においては、社内

における見込利用可能期間（５年）に基づ
く定額法によっております。

そ の 他 …………………… 定額法によっております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐
用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計

年度負担分を計上しております。
③ 製品保証引当金

契約上の保証期間内の無償修理費の支出に備えるため、過去の売上高に対する
無償修理費の実績率に基づいて算定した金額の他、必要に応じて個別の無償修理
見込額を計上しております。

④ その他の引当金
a 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会
計年度負担分を計上しております。

b 債務保証損失引当金
当社及び海外連結子会社の一部では、製品を購入した顧客のリース会社及

び提携銀行への債務に対して当社及び当該子会社がそれぞれ実施した債務保
証に係る損失に備えるため、損失発生実績率に基づいて算定した必要額の他、
必要に応じて損失発生の可能性を個別に検討して算定した損失見込額を計上
しております。

c 役員退職慰労引当金
国内連結子会社の一部は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づいて算定した金額を計上しております。
d 契約損失引当金

外部取引先との契約の残存期間に発生する損失に備えるため、将来負担す
ると見込まれる損失額を見積計上しております。

e 工事損失引当金
受注工事に係る将来の損失に備えるため、損失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積ることができる工事について、その損失見込額を計
上しております。

f 訴訟損失引当金
海外連結子会社の一部は、訴訟に対する損失に備えるため、損失見込額を

計上しております。
g 損害賠償損失引当金

損害賠償金の支出に備えるため、その見込額を計上しております。
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h 株式報酬引当金
当社の業務執行取締役に対する将来の当社株式等の給付に備えるため、役

員株式給付規程に基づき、付与されるポイントの見込数に基づいた株式等の
給付見込額を計上しております。

i 事業構造改善引当金
海外連結子会社の一部は、事業構造改善に伴い発生する費用及び損失に備

えるため、その発生見込額を計上しております。
（4）退職給付に係る会計処理方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間

に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主
として11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か
ら費用処理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部における

その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
過去勤務費用については、発生年度に一括処理しております。

（5）収益及び費用の計上基準
当社グループはオフセット印刷機・証券印刷機・デジタル印刷機・印刷後加工機

等の製造・販売を主な事業としており、また、関連するサービスの提供及び部品の
販売を行っております。従いまして、顧客との契約において合意された製品、サー
ビス及び部品の提供を履行義務としております。
履行義務に対する対価は、履行義務充足後、概ね１年以内に受領しており、重大
な金融要素は含んでおりません。
契約に複数の履行義務が識別される場合は取引価格を独立販売価格の比率に基づ

き配分しております。
当社グループの収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

・オフセット印刷機・デジタル印刷機・印刷後加工機等の販売
顧客との契約において、当社グループが搬入・据付を行う義務を負う製品の販売

については顧客からの検収を受けた時点もしくは据付完了時点で、搬入・据付の義
務を負わない製品については顧客への引渡し時点もしくは船積み時点で、それぞれ
一時点で収益を認識しております。
・証券印刷機の販売
他の用途に転用することができない製品の製造に係る契約であり、かつ義務を履

行した部分の対価を回収できると認められる場合は、一定の期間にわたり充足され
る履行義務として、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収
益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、当
該製品に係わる原価の増加と顧客の支配する資産の増加が比例すると判断し、発生
原価に基づくインプット法によっております。
他の用途に転用することができる製品の製造に係る契約、もしくは義務を履行し

た部分の対価を回収できると認められない契約については、顧客からの検収を受け
た時点で収益を認識しております。
・サービスの提供及び部品の販売
サービスについては、契約が修理・工事等の一時点で充足される履行義務である

場合は顧客から検収を受けた時点で収益を認識しております。一定期間にわたる保
守契約等については、時の経過により履行義務が充足されるものとして、契約期間
にわたり均等に収益を認識しております。
部品の販売のうち、出荷時から顧客に部品の支配が移転する時までの期間が通常

の期間である国内販売については出荷時点で、海外販売については船積み時点で、
それぞれ一時点で収益を認識しております。
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（6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決
算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

（7）その他連結計算書類作成のための重要な事項
のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、８年以内のその効果が及ぶ期間にわたって均等償却を

行っております。

二．会計上の見積りに関する注記
１．一定の期間にわたり充足される履行義務に係る見積総原価の見積り
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

証券印刷機の請負契約のうち、他の用途に転用することができない製品の製造に
係る契約であり、かつ義務を履行した部分の対価を回収できると認められる場合
は、一定の期間にわたり充足される履行義務として、履行義務の充足に係る進捗度
を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。当連
結会計年度における当該売上高は9,531百万円であります。

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
進捗度の見積り方法は発生原価に基づくインプット法を採用しております。
履行義務を完全に充足するまでに予想される発生原価の合計である見積総原価は

請負契約上の仕様内容に基づき、必要な原材料費、労務費及び外注費を見積り算定
しております。見積総原価の見積りにおける主要な仮定は、原材料費、労務費及び
外注費の予測であり、これらは過去の同一ないし類似仕様の発生原価の実績に基づ
いて見積り算定され、見積りと実績の比較及び分析の結果に基づき定期的に見直さ
れております。
環境等の変化により見積総原価と発生原価の実績が乖離した場合、収益の金額に

影響を与える可能性があります。
２．Bernal. LLCのロータリーダイツール事業の取得による企業結合に関連して識別した

無形資産の見積り
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度において、当社の連結子会社であるコモリ シャンボン ユーエス
エー コーポレーションがBernal. LLCの行うロータリーダイツールの製造・販売・
サービス事業を取得したことに伴い認識した顧客関連資産及び技術関連資産等の無
形資産の金額は729百万円であり、のれんに配分された金額は836百万円となりま
した。

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
取得原価の配分において、認識可能資産として認識した無形資産の金額は、事業

計画に基づく将来キャッシュ・フローの見積りを基礎として算定しております。
将来キャッシュ・フローの見積りを行うにあたって用いた主要な仮定は、市場に

おける売上高の予測です。
環境等の変化により、将来キャッシュ・フローの見積りが実績と乖離した場合、

無形資産及びのれんの金額に重要な影響を与える可能性があります。

三．会計上の見積りの変更に関する注記
退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数の変更
一部の海外連結子会社は、退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理

年数について、従来、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数として８年で費用
処理しておりましたが、平均残存勤務期間がこれを下回ったため、当連結会計年度よ
り、費用処理年数を７年に変更しております。
これにより、従来の方法と比べて、当連結会計年度の営業利益及び経常利益はそれ

ぞれ11百万円増加し、税金等調整前当期純利益は8百万円増加しております。
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四．追加情報に関する注記
１．業務執行取締役に信託を通じて自社の株式等を交付するインセンティブプランの導入

当社は、2020年６月26日開催の第74回定時株主総会決議に基づき、当社の業務執
行取締役を対象とした業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board
Benefit Trust））」（以下、「本制度」という。）を導入しております。

（1）取引の概要
本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づ

き設定される信託を「本信託」という。）を通じて取得され、業務執行取締役に対し
て、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算し
た金額相当の金銭（以下「当社株式等」という。）が本信託を通じて給付される業績
連動型株式報酬制度です。
なお、業務執行取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として業務執行取

締役の退任時となります。
（2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価格（付随費用の金額を除く。）に
より、純資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己
株式の帳簿価格は175百万円、株式数は252千株であります。

２．従業員（執行役員）に信託を通じて自社の株式等を交付するインセンティブプランの
導入
当社は、2025年１月30日開催の取締役会決議に基づき、当社の従業員（執行役員）

に対して自社の株式等を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（J-ESOP)」
（以下、「本制度」という。）を導入しております。

（1）取引の概要
本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づ

き設定される信託を「本信託」という。）を通じて取得され、一定の要件を満たした
当社の従業員（執行役員）に対して、当社が定める株式給付規程に従って、当社株式
等が本信託を通じて給付される仕組みです。

（2）信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価格（付随費用の金額を除く。）に

より、純資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己
株式の帳簿価格は198百万円、株式数は162千株であります。

五．連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 43,904百万円
２．保証債務

取引先機械購入資金借入・リース債務他に対する保証
国内顧客 7件 239百万円
海外顧客 2件 0
計 239百万円

３．受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の
金額は、それぞれ以下のとおりであります。
受取手形 2,248百万円
売掛金 10,745
契約資産 3,165
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六．連結損益計算書に関する注記
１．固定資産の減損
（1）減損損失を認識した資産

地域 用途 種類 減損金額
（百万円）

日本 事業用資産 長期前払費用 314
（2）減損損失の認識に至った経緯

長期前払費用は当社の特定の新規事業に関連して発生したものですが、当該事業は
収益化に至っていないため、将来の回収可能性を検討した結果、減損損失を計上する
ことになりました。

（3）資産のグルーピングの方法
事業用資産につきましては、独立したキャッシュ・フローを生み出す事業単位を基

準に資産のグルーピングを行っております。
（4）回収可能価額の算定方法

当該資産グループの回収可能価額は使用価値により算定しており、将来キャッシ
ュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため、ゼロで評価しております。

２．顧客との契約から生じる収益
売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記

載しておりません。顧客から生じる収益の金額は、「十一. 収益認識に関する注記 １．
収益の分解情報」に記載しております。

３．工事損失引当金繰入額
売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額（△は戻入額）の金額は△126百万

円であります。
４．事業構造改善費用

欧州の製造子会社における事業構造改善に伴う費用であります。

七．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 当連結会計年度期首 55,428,840株
当連結会計年度末 53,478,840株

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2024年６月18日
定時株主総会 普通株式 2,399 45 2024年

３月31日
2024年
６月19日

2024年10月31日
取締役会 普通株式 1,066 20 2024年

９月30日
2024年
11月29日

計 3,465
（注）１. 2024年６月18日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が

保有する当社株式に対する配当金11百万円が含まれております。
２. 2024年10月31日開催の取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保

有する当社株式に対する配当金５百万円が含まれております。
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2025年６月18日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事
項を次のとおり提案しております。
① 配当金の総額 2,566百万円
② １株当たり配当額 48.00円
③ 基準日 2025年３月31日
④ 効力発生日 2025年６月19日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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八．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、資金調達に
ついては銀行等金融機関からの借入及び無担保普通社債の発行を行っております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規則に沿ってリスク低減

を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については
四半期ごとに時価の把握を行っております。
借入金、社債の使途は主に運転資金であります。
デリバティブは内部管理規則に従い、実需の範囲で行うこととしており、投機的な

取引は行わない方針であります。
２．金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及び
これらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額（＊） 時価（＊） 差額

（1）有価証券及び投資有価証券 15,258 15,194 △64
（2）デリバティブ取引 (14) (14) −
（3）社債 (10,000) (9,971) 29
（4）長期借入金 (114) (110) 4
(＊) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
(注１) 現金及び預金、受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録

債務、短期借入金、未払法人税等は、短期間で決済され、時価が帳簿価額に近似していることか
ら、注記を省略しております。

(1) 有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。債券は取引金融機関から提示

された金額によっております。また、投資信託は相場価格によっております。
(2) デリバティブ取引

時価については、主たる金融機関から提示された価格によっております。
(3) 社債

時価については、日本証券業協会の売買参考統計値より算出しております。
(4) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっております。

(注２) 譲渡性預金（連結貸借対照表計上額 9,500百万円）は、時価が帳簿価額に近似していることか
ら、「(1) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

(注３) 非上場株式（連結貸借対照表計上額 312百万円）は、市場価格がないため、「(1) 有価証券及
び投資有価証券」には含めておりません。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の3つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ

ットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低
いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品
(単位：百万円)

区 分 時 価
レベル1 レベル2 レベル3

有価証券及び投資有価証券
株式 11,907 ― ―
投資信託 1,821 ― ―

デリバティブ取引 ― 14 ―
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（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品
(単位：百万円)

区 分 時 価
レベル１ レベル２ レベル３

有価証券及び投資有価証券
満期保有目的債券
債券（その他） ― 1,464 ―

社債 ― 9,971 ―
長期借入金 ― 110 ―

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
(1) 株式

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は、活発な市場で取引されるため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。
(2) 投資信託

投資信託は相場価格を用いて評価しております。投資信託は、活発な市場で取引されるため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。
(3) デリバティブ取引

計上額については、主たる金融機関から提示された金額によっており、レベル２の時価に分類
しております。
(4) 債券（その他）

債券については、金融機関から示された時価の情報により算出しており、レベル２の時価に分
類しております。
(5) 社債

社債については、日本証券業協会の売買参考統計値より算出しており、レベル２の時価に分類
しております。
(6) 長期借入金

借入契約毎に分類した当該長期借入金の元利金を同様の借入において想定される利率で割り引
いた現在価値により算出しており、レベル２の時価に分類しております。

九．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 2,176円81銭
１株当たり当期純利益 136円62銭

（注) 株主資本において自己株式として計上されている、株式給付信託（BBT）及び株式給付信託
(J-ESOP)が保有する当社株式を、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、期末株
式数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
当連結会計年度における１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、

414千株であり、当連結会計年度における１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式
の期中平均株式数は277千株であります。

十．重要な後発事象に関する注記
社債の発行
当社は、2025年２月26日開催の取締役会における包括決議に基づき、2025年４

月16日に第３回無担保社債を発行いたしました。
その概要は次のとおりであります。

（1）発行総額 9,000百万円
（2）発行価額 各社債の金額100円につき金100円
（3）利率 年1.642％
（4）償還期限 2030年４月16日
（5）償還方法 満期一括償還
（6）払込期日 2025年４月16日
（7）資金使途 運転資金
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十一．収益認識に関する注記
１．収益の分解情報

財又はサービスの移転時期及び販売元の所在地別に分解した金額は以下のとおりで
あります。

（単位：百万円）
販売元の所在地

合計
調整額
（注）
２，３

連結計
算書類
計上額日本 北米 欧州 中華圏 その他

（注）１
売上高
一時点で移転
される財 44,958 8,512 24,532 14,141 5,632 97,777 1,804 99,581
一定の期間に
わたり移転さ
れる財

10,329 772 174 127 90 11,494 △37 11,456

顧客との契約
から生じる収
益

55,287 9,285 24,706 14,268 5,723 109,271 1,766 111,038

その他の収益 − − 12 − − 12 − 12
外部顧客への
売上高 55,287 9,285 24,718 14,268 5,723 109,283 1,766 111,050
(注)１．「その他」はインド、シンガポール及びマレーシアの販売子会社であります。
(注)２．報告セグメントにおいて代理人として処理した取引のうち、他の当事者がセグメント間に存在す

るため、連結損益計算書上は本人として処理される取引であります。
(注)３．履行義務の充足に係る進捗度に基づいて、一定期間にわたり収益を認識する取引のセグメント間

取引に係る進捗度の調整であります。
２．収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「一．連結計算書類作成のための基本とな
る重要な事項に関する注記等 ４.会計方針に関する事項（5）収益及び費用の計上基
準」に記載のとおりであります。

３．当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は、以下のとおりであ
ります。

（単位：百万円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 20,054
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 15,225
契約資産（期首残高） 2,890
契約資産（期末残高） 3,165
契約負債（期首残高） 12,042
契約負債（期末残高） 16,195
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれてい

た額は、8,619百万円であります。
なお、取引の対価を受領する時期は、個々の契約によって異なることから、履行義

務を充足する時期との間に明確な関連性はありません。
（2）残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度末時点で未充足の履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認
識が見込まれる期間は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
当連結会計年度

１年内 65,522
１年超 11,036
合計 76,559
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十二．企業結合に関する注記
１．Bernal. LLCのロータリーダイツール事業の取得による企業結合

当社連結子会社であるコモリ シャンボン エス.エイ.エス.(以下、「KCM」)が、米国
子会社コモリ シャンボン ユーエスエー コーポレーションを通じて米国有数のロー
タリーダイツール・メーカーであるBernal. LLC(以下、「Bernal」)の行うロータリー
ダイツールの製造・販売・サービス事業譲受について、その株主と合意し、2024年
４月23日付で事業譲渡契約(Asset Purchase Agreement)を締結し、同日付で当該
事業を譲受しました。

（1）企業結合の概要
① 事業譲渡企業の名称及びその事業の内容

事業譲渡企業の名称 Bernal. LLC
事業の内容 ロータリーダイツールの製造・販売・サービス

② 企業結合を行った主な理由
KCMは当社グループにおいてパッケージ印刷・後加工用の一貫生産ラインを開

発・製造・販売する専業会社です。世界のパッケージ市場は、今後も成長が期待
できるとともに、脱プラスティックの流れの中で、特に紙器市場はより高い成長
率が期待されています。近年、世界のパッケージ会社はM&A等により大手企業に
集約される動きが加速しており、その多くの本社が北米に存在します。このよう
な状況下において、KCMの「世界中のパッケージ会社に付加価値の高いソリュー
ションをワンストップで提供する会社になる」というビジョンを実現するため
に、北米の大手パッケージ会社や優良ブランド・オーナーの多くを顧客に持ち、
高い提案、設計、製造、サービス提供能力を持つ米国有数のロータリーダイツー
ル・メーカーであるBernalよりロータリーダイツールの製造・販売・サービス事
業譲受を決定しました。
本事業譲受により、Bernalの持つ優良な顧客基盤を獲得することができ、これ

らに対してKCMの印刷・加工システムの拡販が期待できます。また、Bernalの
持つ一般紙器向けの付加価値の高いダイツールを、KCMの持つ主に北米以外の顧
客に拡販することも可能となります。さらに、KCMの持つ高生産性印刷・加工シ
ステムに、Bernalの持つ高度なダイツールを最適化することにより、顧客にとっ
て付加価値の高い提案が可能となり、競合に対する優位性が実現できると考えま
す。加えて、Bernalの持つ生産設備やサービス網は、シナジーを含む今後の事業
拡大に有効に活用することが可能と考えます。

③ 企業結合日
2024年４月23日

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする事業譲受

⑤ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社の子会社が現金を対価として事業を取得したことによるものであります。

（2）連結計算書類に含まれている取得した事業の業績の期間
2024年４月24日から2025年３月31日まで

（3）取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金(注１) 2,611百万円

条件付対価(注２) 154
取得原価 2,765百万円
(注1)事業譲渡契約に基づく価格調整を反映させた金額です。
(注2)事業譲渡契約に基づく、業績連動型追加支払条項による追加対価の見込額で

す。
（4）主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 169百万円
（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

987百万円
② 発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力により発生したものであ
ります。
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③ 償却方法及び償却期間
８年間にわたる均等償却

（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 741百万円
固定資産 2,307
資産合計 3,048百万円
流動負債 601百万円
固定負債 668
負債合計 1,270百万円

（7）企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当連結会計年度以降の会計処
理方針

① 条件付取得対価の内容
譲受事業の業績の水準等に応じて一定の追加額を支払う業績連動型追加支払条

項を採用しており、将来において1百万米ドルを上限とする支払いが生じる可能
性があります。

② 会計方針
当連結会計年度において、追加対価の見積額として上限額１百万米ドル（154

百万円）を取得原価に含めております。なお、条件付取得対価の変動部分につい
ては、米国会計基準に基づき認識しております。

（8）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の
連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法
金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。

２．Canadian Primoflex Systems Inc.の株式の取得による企業結合
当社は、2024年９月27日開催の取締役会において、当社連結子会社であるKCM

が、Canadian Primoflex Systems Inc.（以下、「CPS」）の全株式を取得することを
決議し、2025年１月17日付で株式譲渡契約を締結し、同日付で株式を取得しました。

（1）企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 Canadian Primoflex Systems Inc.
事業の内容 パッケージ用フレキソ印刷・加工ラインの開発・設計・製造

② 企業結合を行った主な理由
KCMは当社グループにおいてオフセット印刷とグラビア印刷によりパッケージ

印刷・後加工用の一貫生産ラインを開発・製造・販売する専業会社です。世界の
パッケージ市場は、今後とも成長が期待できるとともに、脱プラスティックの流
れの中で、特に紙器市場は持続可能なパッケージソリューションに対する需要の
増加が期待されています。KCMの「世界中のパッケージ会社に付加価値の高いソ
リューションをワンストップで提供する会社になる」というビジョンを実現する
ために、2024年４月の北米有数のロータリーダイツール・メーカーである
Bernalからの事業譲受に続き、フレキソ印刷機の開発・製造において技術と実績
を有するCPSの子会社化を完了しました。
一連の戦略的買収により、これまでのオフセット印刷、グラビア印刷に加えフ

レキソ印刷技術を、KCMの顧客及びBernalより事業譲受した顧客にも提供が可
能となります。また、KCMが有する技術をCPSにも提供し高速化、幅広化、自動
化等の実現により付加価値の高い製品の開発・提供が可能と考えます。

③ 企業結合日
2025年１月17日

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得
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⑤ 企業結合後の名称
コモリ プリモフレックス システムズ インコーポレーテッド

⑥ 取得した議決権比率
100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社の子会社が現金を対価として全株式を取得したことによるものでありま

す。
（2）連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間

2025年１月18日から2025年３月31日まで
（3）取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金(注) 302百万円
取得原価 302百万円
(注)株式譲渡契約に基づく価格調整を反映させた金額です。

（4）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 67百万円

（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

110百万円
なお、上記の金額は、企業結合日以後、決算日までの期間が短く、企業結合日

時点の識別可能資産及び負債の時価及び時価の見積りが未了であるため、取得原
価の配分が完了しておらず、暫定的に算出された金額であります。

② 発生原因
今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力により発生したものであ

ります。
③ 償却方法及び償却期間

８年間にわたる均等償却
（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 523百万円
固定資産 374
資産合計 898百万円
流動負債 364百万円
固定負債 341
負債合計 706百万円

（7）企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当連結会計年度以降の会計処
理方針

① 条件付取得対価の内容
被取得企業の業績の水準等に応じて一定の追加額を支払う業績連動型追加支払

条項を採用しており、将来において1百万カナダドルを上限とする支払いが生じ
る可能性があります。

② 会計方針
条件付取得対価の変動部分については、IFRSに基づき認識しております。

（8）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の
連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法
金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。

十三．その他の注記
（端数処理の方法）

百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
一．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的債券 ………………… 償却原価法（定額法）
② 関係会社株式 ……………………… 移動平均法による原価法
③ その他有価証券

市場価格のない株式等 …………
以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は、移動平均法によ
り算定）

市場価格のない株式等 ………… 移動平均法による原価法
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

製 品 ……………………… 個別法による原価法
（収益性の低下に伴う簿価切下げの方法）

仕 掛 品 ……………………… 個別法による原価法
（収益性の低下に伴う簿価切下げの方法）

原 材 料 ……………………… 先入先出法による原価法
（収益性の低下に伴う簿価切下げの方法）

（3）デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ ………………………… 時価法

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ２年〜50年
機械装置及び運搬具 ２年〜17年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエア …………… 社内における見込利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。
そ の 他 ……………………… 定額法によっております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年

数とし残存価額を零とする定額法によっております。
３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。

（2）賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度負

担分を計上しております。
（3）製品保証引当金

契約上の保証期間内の無償修理費の支出に備えるため、過去の売上高に対する無
償修理費の実績率に基づいて算定した金額の他、必要に応じて個別の無償修理見込
額を計上しております。

（4）退職給付引当金（前払年金費用）
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上し
ております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。
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② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。
過去勤務費用については、発生年度に一括処理しております。

（5）その他の引当金
① 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度負
担分を計上しております。

② 債務保証損失引当金
製品を購入した顧客のリース会社及び提携銀行への債務に対して当社が実施し

た債務保証に係る損失に備えるため、損失発生実績率に基づいて算定した必要額
の他、必要に応じて損失発生の可能性を個別に検討して算定した損失見込額を計
上しております。

③ 工事損失引当金
受注工事に係る将来の損失に備えるため、損失の発生が見込まれ、かつ、その

金額を合理的に見積ることができる工事について、その損失見込額を計上してお
ります。

④ 株式報酬引当金
当社の業務執行取締役に対する将来の当社株式等の給付に備えるため、役員株

式給付規程に基づき、付与されるポイントの見込数に基づいた株式等の給付見込
額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
当社はオフセット印刷機・証券印刷機・デジタル印刷機等の製造・販売を主な事業

としており、また、関連するサービスの提供及び部品の販売を行っております。従い
まして、顧客との契約において合意された製品、サービス及び部品の提供を履行義務
としております。
履行義務に対する対価は、履行義務充足後、概ね１年以内に受領しており、重大な
金融要素は含んでおりません。
契約に複数の履行義務が識別される場合は取引価格を独立販売価格の比率に基づき

配分しております。
当社の収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

・オフセット印刷機・デジタル印刷機等の販売
顧客との契約において、当社が搬入・据付を行う義務を負う製品は顧客からの検収

を受けた時点で、搬入・据付を行う義務を負わない製品は船積み時点で、それぞれ一
時点で収益を認識しております。
・証券印刷機の販売
他の用途に転用することができない製品の製造に係る契約であり、かつ義務を履行

した部分の対価を回収できると認められる場合は、一定の期間にわたり充足される履
行義務として、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を認
識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、当該製品に
係わる原価の増加と顧客の支配する資産の増加が比例すると判断し、発生原価に基づ
くインプット法によっております。
他の用途に転用することができる製品の製造に係る契約、もしくは義務を履行した

部分の対価を回収できると認められない契約については、顧客からの検収を受けた時
点で収益を認識しております。
・サービスの提供及び部品の販売
サービスについては、契約が修理・工事等の一時点で充足される履行義務である場

合は顧客から検収を受けた時点で収益を認識しております。一定期間にわたる保守契
約等については、時の経過により履行義務が充足されるものとして、契約期間にわた
り均等に収益を認識しております。
部品の販売のうち、出荷時から顧客に部品の支配が移転する時までの期間が通常の

期間である国内販売については出荷時点で、海外販売については船積み時点で、それ
ぞれ一時点で収益を認識しております。
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５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

二．会計上の見積りに関する注記
一定の期間にわたり充足される履行義務に係る見積総原価の見積り

１．当事業年度の計算書類に計上した金額
証券印刷機の請負契約のうち、他の用途に転用することができない製品の製造に係

る契約であり、かつ義務を履行した部分の対価を回収できると認められる場合は、一
定の期間にわたり充足される履行義務として、履行義務の充足に係る進捗度を見積
り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。当事業年度に
おける当該売上高は9,555百万円であります。

２．会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
連結注記表「二．会計上の見積りに関する注記 一定の期間にわたり充足される履

行義務に係る見積総原価の見積り」に記載した内容と同一であります。

三．追加情報に関する注記
１．業務執行取締役に信託を通じて自社の株式等を交付するインセンティブプランの導入

詳細は、「連結注記表 四．追加情報に関する注記」をご参照ください。
２．従業員（執行役員）に信託を通じて自社の株式等を交付するインセンティブプランの

導入
詳細は、「連結注記表 四．追加情報に関する注記」をご参照ください。

四．貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 23,561百万円
２．保 証 債 務

取引先機械購入他資金借入債務に対する保証 7件 239百万円
関係会社銀行借入金他に対する保証 1件 112
計 351

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短 期 金 銭 債 権 8,367百万円
長 期 金 銭 債 権 6,796
短 期 金 銭 債 務 5,171

五．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売 上 高 27,258百万円
仕 入 高 22,539
営業取引以外の取引による取引高 875

六．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式 2,369,371株 340株 1,950,000株 419,711株
（注）普通株式の自己株式の当事業年度末の株式数には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式

252,000株及び株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式162,000株が含まれております。
（変動事由の概要）
増減数の内訳は以下のとおりであります。
単元未満株式の買取による増加 340株
自己株式消却による減少 1,950,000株
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七．税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
減損損失 4,666百万円
関係会社株式評価損 4,319
研究開発費 775
棚卸資産評価損 1,279
有価証券減損 313
賞与引当金 249
事業税 161
製品保証引当金 76
長期未払金 89
貸倒引当金 44
その他 269

繰延税金資産小計 12,245
評価性引当額 △10,348

繰延税金資産合計 1,897

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △2,066
前払年金費用 △182
固定資産圧縮記帳積立金 △297
その他 △56

繰延税金負債合計 △2,603
繰延税金負債の純額 △706

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項
目別内訳
法定実効税率 30.5％
（調整）
評価性引当額増減額 △7.5
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.3
試験研究費等税額控除 △5.3
住民税均等割 0.2
税率変更による繰延税金負債の増額修正 △3.2
その他 0.2
税効果会計適用後の法人税等の負担率 14.5

3．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日

に国会で成立し、2026年4月1日以後に開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の
課税が行われることになりました。
これに伴い、2027年4月1日以後に開始する事業年度において解消が見込まれる一

時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率が30.5％か
ら31.4％に変更されます。
なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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八．関連当事者との取引に関する注記

属 性 会社等の名称 議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 株式会社小森マシナリー 所有直接100％
部品・装置・製品の購入
役員の兼任

部品・装置・製品の購入
（注１) 18,937

買掛金 2,670

電子記録
債務 1,658

子会社 コモリ アメリカ
コーポレーション

所有
直接100％

部品・製品の販売
役員の兼任

部品・製品の販売
（注２) 4,931 売掛金 3,057

子会社 コモリ インターナショナル
ヨーロッパ ビー.ヴィ.

所有
直接100％

部品・製品の販売
資金の貸付
役員の兼任

部品・製品の販売
（注２) 4,411 売掛金 1,994

資金の貸付
（注３) 662 関係会社

長期貸付
金

3,484貸付金の回収
（注３) 1,081

利息等の受取（注３） 163 その他の流動資産 −

子会社 小森香港有限公司 所有
直接100％

部品・製品の販売
資金の貸付
役員の兼任

部品・製品の販売
（注２) 10,293 売掛金 0

貸付金の回収
（注３) 535

関係会社
長期貸付
金

1,465

利息等の受取（注３） 10 その他の流動資産 −

子会社 小森机械（南通）
有限公司

所有
直接100％

部品・装置・製品の購入
資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
（注３) 950 関係会社

長期貸付
金

550貸付金の回収
（注３) 1,400

利息等の受取（注３） 7 その他の流動資産 1

子会社 コモリ インディア
プライベート リミテッド

所有
直接100％

部品・製品の販売
役員の兼任

部品・製品の販売
（注２) 5,435 売掛金 1,902

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）部品・装置・製品の購入については、市場価格を基に価格を決定しております。
（注２）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定

しております。
（注３）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

九．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,996円73銭
１株当たり当期純利益 149円15銭

（注） 株主資本において自己株式として計上されている、株式給付信託（BBT）及び株式給付信託
(J-ESOP)が保有する当社株式を、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、期末株
式数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
当事業年度における１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、414

千株であり、当事業年度における１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平
均株式数は277千株であります。
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十. 収益認識に関する注記
「一．重要な会計方針に係る事項に関する注記 ４．収益及び費用の計上基準」に

記載のとおりであります。

十一. 重要な後発事象に関する注記
連結注記表「十．重要な後発事象に関する注記」に記載した内容と同一でありま

す。

十二．その他の注記
（端数処理の方法）

百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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